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主 論 文 題 名： 
 株式譲渡と株主権行使 
 
 
 
（内容の要旨） 
１ 本論文の構成 
序章 譲渡による株式取得と株主権行使 
第一章 株主名簿制度効力論 
 第一節 株主名簿制度効力論 
 第二節 無権利者の請求による名義書換 
 第三節 個別株主通知の効力 
 第四節 株主名簿上の名義〔演習〕 
 第五節 名義書換未了株主の会社に対する法的地位〔演習〕 
 第六節 他人名義による出資の引受〔判例研究〕 
 第七節 有限会社において、持分譲渡に伴わずに生じた「失念持分」の帰属先〔判例研 
究〕 
第二章 基準日と株主 
 第一節 株式の流通・発行と基準日 
 第二節 基準日後株主による取得価格決定申立 
 第三節 議決権行使基準日後株主と全部取得条項付種類株式取得価格決定申立権〔判例 
研究〕 
第三章 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 
 第一節 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 
 第二節 取締役会の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力と譲渡人･譲受人の地位 
 第三節 会社の行う株式の譲渡制限について 
 第四節 商法三五○条一項の株券提出期間経過後になされた未提出株券の交付による株 
式譲渡の効力〔判例研究〕 
 第五節 譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期〔判例研究〕 
 第六節 日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の従業員持株制度における合意の有効 
     性〔判例研究〕 
第四章 株券法理 
 第一節 株券法理 
 第二節 単位としての株式 
 第三節 単位株制度 
第四節 株式会社とは何か 
第五節 会社の法的性質と新会社法 
第六節 仮装払込による募集株式の発行等 
 第七節 日本高速物流株主総会決議取消請求事件控訴審判決〔判例研究〕 
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２ 本論文の概要 
 株主は、その有する株式を譲渡することができる（会 127 条。株式譲渡自由原則）。
しかし、株式の譲渡は、その株式を取得した者の氏名または名称および住所を株主名簿
に記載し、または記録しなければ、株式会社に対抗することができない（会 130 条）。
株式の譲渡による取得者（新株主）の会社に対する株主権の行使が制度的に制約されて
いるのである。一方で、商法制定以来、株式の譲渡方法は幾度となく制度が改正され、
それに伴い、株主名簿制度に関する法規整も改正を重ねてきた。本論文はこのような法
改正による制度間の相互関係を分析しながら、譲渡による株式取得と会社に対する株主
権行使の制約につき、その基本構造を論理的に解明することを目的とする。 
 序章では、第１章以下を、株主名簿法理と有価証券法理の観点から横断的に整理する。
そして、振替株式に関して、有価証券法理の復活と株主名簿制度の意義につき展望する。 
 第１章では、会社との関係で株主として扱われるのは株主名簿登録株主であるという
株主名簿法理につき７節にわたって検討する。第１節では、株主名簿の名義書換の効力
である、対会社株主権対抗力制限効、権利行使資格としての資格授与的効力、会社免責
力を論理的に解明する。第２節では、無権利者（株主権を有しない者）の請求による株
主名簿の名義書換の効力を検討することによって、会社免責力の論理的根拠を追究する。
第３節では、振替株式の少数株主権等の行使に係る株主資格・株主権行使資格を設定す
る個別株主通知の効力を、当該制度の設計に対する綿密な検討から、論理的に考察する。
第４節では、株主が実在する他人名義を株主名簿の登録名義としている事例において、
株主名簿上の名義の意義、失念株と同様の状況における解釈指針を検討する。第５節で
は、株主名簿の閉鎖を巡る事例を設定し、名義書換未了株主の会社に対する法的地位を
考察する。第６節では、有限会社の資本増加に関して、持分引受名義人と出資の出捐者
が異なる事案につき、誰が持分を取得したのかを検討する。資本増加時の当事者の意思
が間接事実によってしか証明できない場合に、どのような事実関係を証明すればよいの
か、証明責任の分配の観点も併せて分析する。第７節では、有限会社の社員名簿上の社
員名義は借用名義であった事案において、増資に際して名義人に持分が付与された場合
を考察する。いわゆる「失念株」問題と類似し、誰が社員（株主）として扱われるべき
かが問われる。 
 第２章では、基準日制度と株主名簿法理の関係を考察する。第１節では、平成１６年
改正で廃止された株主名簿閉鎖制度と比較しつつ、基準日制度の総合的検討を行い、解
釈の指針を示す。第２節では、全部取得条項付種類株式を全部取得する株主総会決議に
係る議決権基準日経過後に全部取得条項付種類株式を取得した者は、取得価格決定を裁
判所に申し立てることができるかという近時の問題（株式買取請求権の法的性質解明に 
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も寄与しよう）を検討し、制度改善の余地を指摘しつつ基準日制度の限界を把握する。
第３節では、全部取得条項付種類株式に係る取得価格決定を申し立てることができる基
準日後株主の範囲を具体例をもとに検討する。 
 第３章では、譲渡制限株式制度の法的構造を解明することによって株主名簿法理を考
えようとする。第１節では、会社の承認のない譲渡制限株式譲渡の効力は、譲渡当事者
間では効力を有するが会社との関係では無効だと相対説が通説であったが、会社との関
係でも効力を有すると解さなければ論理的にも実際の解決においても不当であると主張
する。この私見は、平成１７年会社法の譲渡制限株式制度の設計（株主名簿法理との関
係）に組み込まれたと評価される。第２節では、会社の承認のない譲渡制限株譲渡の効
力に関する判例の立場を分析し、私見の正当性を主張する。第３節では、会社が主導す
る株主の譲渡制限契約の効力の限界を考察する。考察の過程において、日刊新聞法の意
義は、譲渡制限株式制度が認められた昭和４１年改正以降は消極的に解するしかないこ
とを主張する。第４節では、譲渡制限株式を設ける定款変更に際する株券提出期間経過
後になされた未提出株券の交付による株式譲渡の効力（譲渡当事者間、対会社関係）に
つき検討する。第５節では、先買権者（指定買取人）との株式の売買契約が成立する前
に先買権者指定請求（譲渡制限株式買取請求）を撤回できるか、について検討する。譲
渡制限株式の譲渡承認（取得承認）に対して会社が承認しない場合の、譲渡承認（取得
承認）請求者、先買権者（指定買取人）および会社の法律関係・利益状況の分析である。
第６節では、公開会社ではない株式会社における従業員持株制度による株式買戻し合意
を有効とした最高裁判決を検討する。 
 第４章では、有価証券法理を中心に考察する。第１節では、記名株式の譲渡と権利行
使につき、立法の変遷を追いながら、そのときどきの制度の法的意義を確認する。第２
節では、単位としての株式の法的意味を多角的に考察し、立法提言をなす。資本単位構
成の廃止後の一時期、株式の経済的大きさが規制されたが、その法的性質はあいまいで
あると指摘する。単元株制度による社員権単位の相対化は株式の意味の再確認を促そう。
第３節では、単位株制度の創設から廃止までを考察することによって、単位としての株 
式の意味を考える。株式単位を相対化する単元株制度創設までの過渡的制度であり、単
元株制度との相違は重要である。第４節では、株式会社制度を特徴づける最も基本的な
法的性質につき考察する。特に、平成１７年会社法では、株主平等（株式平等）原則の
内容が変容しているのではないかという観点から、単位としての株式（「株式」の内容）
につき再考する。第５節では、会社の基礎的な法的性質である、商人性、営利性、社団
性を検討し、株主の権利の多様性から生じる株主間の利害調整の必要性を指摘する。第
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６節では、仮装出資によって株主になった者の地位（株主ではあるが会社に対して株主
としての権利行使はできない）という特殊な状況を考察の対象とすることによって、会
社と株主との関係の検討を深める。特に仮装出資に係る振替株式が譲渡されると新たな
問題が生じる。第７節では、株主総会決議取消訴訟や組織再編無効訴訟を提起できる株
主は会社との関係で株主であることを主張できる株主であるところ、当該決議で株式を
失った者も右各訴訟を提起できるかという問題を、少数株主を締め出す総会決議がなさ
れた後に組織再編によってさらに少数株主が締め出されるという特殊な（しかし珍しく
はない）事案をもとに考察する。 
 
 
